
 

 

 

 
 

 ●平成 21年 12月 15日、「農地法等の一部を改正する法律」が公布されました。 

  「農地の利用に関する責務規定」を設けた改正農地法が施行されました。 
 

 ●新たな農地制度は、①これ以上の農地の減少を食い止め、農地を確保するとともに、 

  農地を借りやすくして、農地を最大限利用することをねらいとしています。 
 

 

                改正のポイント 
 

 

 

 

 

 

●農地を利用できる者の範囲が拡大されま

した（一定の要件を満たす必要があります）。 

  

 

 

 

●すべての遊休農地が対象となりました。 

●農業委員会が、年１回農地の利用状況を調 

 査します。 

●遊休農地の所有者等に対しては、農業委員 

 会が指導・勧告などを行います。 

 

 

  農地の借り受け者の範囲   

（改正前）  （改正後に追加） 
農作業 
常時 

従事者 

農業 
生産 
法人 

＋ 
農作業 

常時従事者 
以外の個人 

農業生産 
法人以外 
の法人 

 

●市町村等が農地所有

者から委任を受け代理

して担い手に貸付等を

行う事業が新設されま

した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

●違反転用等に対する処分・罰則が強化され 

 

 

 

 

 

●相続等によって農地を取得した人は、農地

のある農業委員会への届出が必要になりま

した。 

●届出をしなかったり、虚偽の届出をすると

10万円以下の科料に処せられることになり 

ました。 

●県知事による行政代

執行制度が創設されま

した。 
 ました。 

●耕作できない場合等

は農業委員会から貸し

借り等のあっせんを受

けることができるよう

になりました。  

 事 項 現 行 改 正  

①違反転用 

３年以下の懲役または 300

万円以下の罰金(法人は 300

万円以下の罰金) 

３年以下の懲役または 300

万円以下の罰金 

(法人は 1億円以下の罰金) 

②違反転用にお

ける原状回復命

令違反 

６ヶ月以下の懲役または 30

万円以下の罰金(法人は 300

万円以下の罰金) 

３年以下の懲役または 300

万円以下の罰金 

(法人は 1億円以下の罰金) 

 
 

耕作しないでいると… 農地を貸したいんだけど… 

遊休農地に対する指導が 
強化されました！ 

農地の貸借規制が 
緩和されました！ 

農地を相続した場合は… 許可なく転用してしまうと… 

農業委員会への届出が 
必要になりました！ 

違反転用に対する罰則が 
強化されました！ 

農 地 制 度 が 変 わ り ま し た ！ 


